
消防本部規模別データ 

① 消防吏員１人あたり年間火災出動件数

救急隊１隊あたり年間救急出動件数 

② １消防本部あたり救急搬送人員数の推移

（2010年を１とした場合） 

③ 救急自動車による現場到着所要時間

④ 覚知から放水までの時間

⑤ 予防技術資格者充足率

⑥ 立入検査の実施状況

⑦ 重大な消防法令違反に対する対応状況
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小規模な消防本部ほど、火災・救急ともに出動件数が少なく、特に救急出動件数に差がある。

管轄人口（人）

（件）

消防吏員１人あたり年間平均火災出動件数
（火災出動延べ人数/消防吏員数） 

救急隊１隊あたり年間平均救急出動件数
（救急出動件数/救急隊数） 

火災出動延べ人数、消防吏員数、救急出動件数は、平成２６年度消防防災・震災対策現況調査(H25.1.1～H25.12.31)による 
救急隊数は、平成２６年度救急・救助現況調査（H26.3.31現在）による 

（件）

①消防吏員１人あたり年間火災出動件数、救急隊１隊あたり年間救急出動件数
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全国的に2035年頃まで救急需要は増加を続ける。 
 大規模な消防本部（管轄人口３０万人以上）においては、全国平均を上回るペースで需要増が続く一方
小規模な消防本部になるほど、需要増の割合が低く、需要のピークも早くなる傾向がある。また、非常に
小規模な消防本部（管轄人口１万人未満）では、すでにピークを迎え、減少に転じていると考えられる。

（年）

② 消防本部規模別 １消防本部あたり救急搬送人員数の推移
（2010年を１とした場合） 

平成２７年４月１日時点の消防本部により算出

国立社会保障・人口問題研究所 『日本の地域別将来推計人口（平成25年3月推計）』の市町村の
年齢階層別推計人口に、全国の年齢階層別平均救急搬送率（H19～H21）を乗じて算出

「◆」はピークを示す

救急搬送人員数の割合（2010年比） 
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救急の平均現場到着時間が10分以上の消防本部は、小規模な消防本部の比率が高い。 

③救急自動車による平均現場到着所要時間（救急事故の覚知から現場到着まで）

※H26.4.1以降に広域化等がされた本部を除く 

管轄人口 
（人） １万未満 

１万以上 
３万未満 

３万以上 
５万未満 

５万以上 
10万未満 

10万以上 
30万未満 

30万以上 
70万未満 

70万以上 

10分以上の
本部数 

3 16 15 26 13 1 1 

全体の割合 13.6% (60/440) 5.1% (15/293) 

救急・救助の現況調査（H26.3.31時点）により作成 

＋ ｜

管轄人口（人）

（分）
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 小規模な消防本部ほど、火災の覚知から放水までに時間を要する傾向が見られる。

④ 消防本部規模別 覚知から放水までの時間

＋ ｜
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総計

1万未満 

1～3万 

3～5万 

5～10万 

10～20万 

20～30万 

30～70万 

70万以上 8分未満 

8～10分 

10～12分 

12～14分 

14～16分 

16～18分 

18～20分 

20分以上 

管轄人口（人）

平成２６年火災報告(H26.1.1～H26.12.31)により作成 

※１放水を伴う火災がなかった消防本部を除く。
※２ 平成26年4月以降に広域化した消防本部を除く。 
 

（件数（割合））
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小規模本部ほど、予防技術資格者の充足率が低い。

管轄人口（人）

⑤ 消防本部規模別 予防技術資格者充足率
（資格者を配置している係の数／予防業務を担当している係の数）

平成２６年度防火対象物実態等調査(H26.3.31現在)より作成 

＋｜

※１予防技術資格者：試験合格者（予防技術資格者として認定を受けた者のうち予防技術資格者の資格を定める件（平成17年消防庁告示第13号）第１条第１ 
 号に定める消防庁長官が指定する試験（予防技術検定）に合格した者）及び附則第４項適用者（、予防技術資格者として認定を受けた者のうち予防技術資
格者の資格を定める件（平成17年消防庁告示第13号）附則第４項各号の適用を受けた者） 

※２消防力の整備指針第32条第３項：消防本部及び消防署において、火災の予防に関する業務等を的確に行うため、火災の予防を担当する係又は係に相当 
する組織には、当該消防本部及び消防署の管轄区域に存する防火対象物、危険物の製造所等の種類、規模等を勘案し、火災の予防に関する高度な知識
及び技術を有するものとして消防庁長官が定める資格を有する予防技術資格者を一人以上配置するものとする。
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管轄人口 
（消防本部数） 

防火対象物数 
（一本部当たりの防火対象物数） 

立入検査回数 
（一本部当たりの立検回数） 

実施率 

A 
（B） 

C 
（C÷B） 

D 
（D÷B） 

E 
（D÷C） 

１万人未満 
（１２） 

４,９９５ 
（４１２） 

１,２３６ 
（１０３） 

２４．７％ 

１万人以上 
３万人未満 
（１０１） 

７７,９６６ 
（７７１） 

２１,５０７ 
（２１２） 

２７．６％ 

３万人以上 
５万人未満 
（１３５） 

１８０,１４９  
（１,３３４） 

３５,９２３ 
（２６６）  

１９．９％ 

５万人以上 
10万人未満 
（２１６） 

５２６,５２３  
（２,４３７） 

９６,１１４ 
（４４４）  

１８．３％ 

10万人以上 
30万人未満 
（２２２） 

１,１６６,３２４ 
（５,２５３） 

２０１,２０５ 
（９０６） 

１７．３％ 

30万人以上 
70万人未満 
（６３） 

８２９,７１５ 
（１３,１６１） 

２０６,１８６ 
（３,２７２）  

２４．９％ 

70万人以上 
（２１） 

１,２１６,４０５ 
（５７,９２４） 

３２８,４４６ 
（１５,６４０） 

２７．０％ 

全国 
（７７０） 

４,００２,０８６ 
（５,１９７） 

８９０,６１７ 
（１,１５６） 

２２．３％ 

◆ 防火対象物実態等調査結果（平成25年度実績：平成25年４月１日から平成26年３月31日まで） 

⑥ 消防本部の規模別の立入検査の実施状況 

 立入検査の実施率は、全国平均で22.3％と低調だが、管轄人口30万人以上の本部においては、一本部
当たりの防火対象物数が多い中、比較的実施率が高い。 
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管轄人口 
（消防本部数） 

設置義務数 
違反数 
（違反率） 

是正指導数 
（是正指導率） 

警告数 
（警告率） 

命令数 
（命令率） 

Ａ Ｂ 
Ｃ 

（Ｃ÷Ｂ） 
Ｄ 

（Ｄ÷Ｃ） 
Ｅ 

（Ｅ÷Ｃ） 
Ｆ 

（Ｆ÷Ｃ） 

１万人未満 
（１５） 

１,１６３ 
３２ 

（2.75％） 
２３ 

（71.9％） 
０ 

（0.0％） 
０ 

（0.0％） 

１万人以上 
３万人未満 

（９７） 
１４,９９５ 

３２５ 
（2.17％） 

３２３ 
（99.4％） 

０ 
（0.0％） 

０ 
（0.0％） 

３万人以上 
５万人未満 

（１２８） 
２９,３７４ 

４８０ 
（1.63％） 

４７３ 
（98.5％） 

２ 
（0.4％） 

０ 
（0.0％） 

５万人以上 
10万人未満 

（２１１） 
８７,２６７ 

１,７３２ 
（1.98％） 

１,６９９ 
（98.1％） 

１９ 
（1.1％） 

１ 
（0.1％） 

10万人以上 
30万人未満 

（２１４） 
１７０,２５１ 

３,６８８ 
（2.17％） 

３,５４８ 
（96.2％） 

１７ 
（0.5％） 

０ 
（0.0％） 

30万人以上 
70万人未満 
（６２） 

１１５,３５６ 
２,７０７ 
（2.35％） 

２,７０５ 
（99.9％） 

２９ 
（1.1％） 

１１ 
（0.4％） 

70万人以上 
（２３） 

１７５,８６２ 
４８７ 

（0.28％） 
４８７ 

（100.0％） 
４７ 

（9.7％） 
４ 

（0.8％） 

全国 
（７５０） 

５９４,２６８ 
９,４５１ 

（1.59％） 
９,２５８ 

（98.0％） 
１１４ 

（1.2％） 
１６ 

（0.2％） 

ⅰ 自動火災報知設備 

◆重大な消防法令違反対象物に係る実態等のフォローアップ調査（平成27年６月30日消防予第265号）の調査結果 （調査基準日：平成27年６月30日） 

◆重大な消防法令違反：自動火災報知設備について、設置義務面積の過半以上未設置又は機能に重大な支障があるもの

⑦ 重大な消防法令違反に対する対応状況（特定防火対象物に係るもの）

 是正指導率については消防本部の規模にかかわらず高水準。警告率、命令率については全体的に低
いが、管轄人口70万人以上の本部においては比較的高い状況。 
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◆特定防火対象物：百貨店、旅館、病院、地下街、複合施設など、多数の者が出入りする防火対象物 

◆是正指導数：違反対象物に対しては口頭での是正指導が行われているが、本欄では、口頭に加え文書により指導されているものを計上 



管轄人口 
（消防本部数） 

設置義務数 
違反数 
（違反率） 

是正指導数 
（是正指導率） 

警告数 
（警告率） 

命令数 
（命令率） 

Ａ Ｂ 
Ｃ 

（Ｃ÷Ｂ） 
Ｄ 

（Ｄ÷Ｃ） 
Ｅ 

（Ｅ÷Ｃ） 
Ｆ 

（Ｆ÷Ｃ） 

１万人未満 
（１５） 

１４５ 
０ 

（－） 
０ 

（－） 
０ 

（－） 
０ 

（－） 

１万人以上 
３万人未満 

（９７） 
１,７４２ 

６ 
（0.34％） 

６ 
（100.0％） 

０ 
（0.0％） 

０ 
（0.0％） 

３万人以上 
５万人未満 

（１２８） 
３,５８８ 

１６ 
（0.45％） 

１６ 
（100.0％） 

２ 
（12.5％） 

０ 
（0.0％） 

５万人以上 
10万人未満 

（２１１） 
１０,３９６ 

５１ 
（0.49％） 

５１ 
（100.0％） 

５ 
（9.8％） 

０ 
（0.0％） 

10万人以上 
30万人未満 

（２１４） 
２１,４６６ 

１０４ 
（0.48％） 

１０３ 
（99.0％） 

５ 
（4.8％） 

０ 
（0.0％） 

30万人以上 
70万人未満 
（６２） 

１４,５４１ 
６６ 

（0.45％） 
６６ 

（100.0％） 
２ 

（3.0％） 
１ 

（1.5％） 

70万人以上 
（２３） 

２２,２５２ 
３０ 

（0.13％） 
３０ 

（100.0％） 
７ 

（23.3％） 
１ 

（3.3％） 

全国 
（７５０） 

７４,１３０ 
２７３ 

（0.37％） 
２７２ 

（99.6％） 
２１ 

（7.7％） 
２ 

（0.7％） 

ⅱ スプリンクラー設備 

◆重大な消防法令違反：スプリンクラー設備について、設置義務面積の過半以上未設置又は機能に重大な支障があるもの 
◆特定防火対象物：百貨店、旅館、病院、地下街、複合施設など、多数の者が出入りする防火対象物 
◆重大な消防法令違反対象物に係る実態等のフォローアップ調査（平成27年６月30日消防予第265号）の調査結果 （調査基準日：平成27年６月30日） 
◆是正指導数：違反対象物に対しては口頭での是正指導が行われているが、本欄では、口頭に加え文書により指導されているものを計上 

 是正指導率については消防本部の規模にかかわらず高水準。警告率、命令率については全体的に低
いが、管轄人口70万人以上の本部においては比較的高い状況。 
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管轄人口 
（消防本部数） 

設置義務数 
違反数 
（違反率） 

是正指導数 
（是正指導率） 

警告数 
（警告率） 

命令数 
（命令率） 

Ａ Ｂ 
Ｃ 

（Ｃ÷Ｂ） 
Ｄ 

（Ｄ÷Ｃ） 
Ｅ 

（Ｅ÷Ｃ） 
Ｆ 

（Ｆ÷Ｃ） 

１万人未満 
（１５） 

２５８ 
８ 

（3.10％） 
８ 

（100.0％） 
１ 

（25.0％） 
０ 

（0.0％） 

１万人以上 
３万人未満 

（９７） 
２,５７９ 

６０ 
（2.33％） 

６０ 
（100.0％） 

０ 
（0.0％） 

０ 
（0.0％） 

３万人以上 
５万人未満 

（１２８） 
４,７８６ 

１２２ 
（2.55％） 

１２２ 
（100.0％） 

０ 
（0.0％） 

０ 
（0.0％） 

５万人以上 
10万人未満 

（２１１） 
１２,８９８ 

４１０ 
（3.18％） 

４０６ 
（99.0％） 

１４ 
（3.4％） 

１ 
（0.2％） 

10万人以上 
30万人未満 

（２１４） 
２４,９８７ 

８２２ 
（3.29％） 

８１５ 
（99.1％） 

１３ 
（1.6％） 

３ 
（0.4％） 

30万人以上 
70万人未満 
（６２） 

１７,５２６ 
６６１ 

（3.77％） 
６６１ 

（100.0％） 
１０ 

（1.5％） 
０ 

（0.0％） 

70万人以上 
（２３） 

２７,７１９ 
１５１ 

（0.54％） 
１５１ 

（100.0％） 
１７ 

（11.3％） 
１ 

（0.7％） 

全国 
（７５０） 

９０,７５３ 
２,２３４ 

（2.46％） 
２,２２３ 

（99.5％） 
５５ 

（2.5％） 
５ 

（0.2％） 

ⅲ 屋内消火栓設備 

◆重大な消防法令違反：屋内消火栓設備について、設置義務面積の過半以上未設置又は機能に重大な支障があるもの
◆特定防火対象物：百貨店、旅館、病院、地下街、複合施設など、多数の者が出入りする防火対象物 
◆重大な消防法令違反対象物に係る実態等のフォローアップ調査（平成27年６月30日消防予第265号）の調査結果 （調査基準日：平成27年６月30日） 
◆是正指導数：違反対象物に対しては口頭での是正指導が行われているが、本欄では、口頭に加え文書により指導されているものを計上 

 是正指導率については消防本部の規模にかかわらず高水準。警告率、命令率については全体的に低
いが、管轄人口70万人以上の本部においては比較的高い状況。 

10



違反是正の流れ 
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行政指導 行政処分・罰則適用等

○立入検査において、消防機関が違反を覚知した場合、その旨を通知するとともに、まず
は是正指導を行うのが一般的。

○火災危険性・悪質性が高い防火対象物については、命令等の措置を講ずる。
なお、行政指導から行政処分（命令）に至る場合は、通常、その前段として警告を実施。 

【一般的な流れ】 

【ポイント】 
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